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この資料に関する詳細は、こども家庭庁ホームページ「児童厚生施設及び放課後児童ク 

ラブに関する専門委員会」ページからご覧いただけます。 

（https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_ibasho/jidoukan） 

 

2025-11-27 児童厚生施設及び放課後児童クラブに関する専門委員会（第５回） 

15時00分～16時56分 

 

○阿南補佐 定刻となりましたので、ただいまから、第５回「児童厚生施設及び放課後児

童クラブに関する専門委員会」を開催いたします。 

 委員の皆様におかれましては、御多用の中、御出席いただきまして、誠にありがとうご

ざいます。 

 本日は、オンラインと対面のハイブリッドで開催いたします。 

 オンラインのため、報道関係者におかれましては、この時間帯に画面キャプチャーによ

る頭撮りをお願いいたします。 

 本日は、委員全員の御出席をいただいております。なお、本日は委員のほかに、オブザ

ーバーといたしまして、文部科学省地域学習推進課地域学校協働推進室 美野喬志室長補

佐に御同席いただきます。 

 本専門委員会は原則として公開で開催し、資料及び議事録も公開することとしており、

傍聴希望者向けにYouTubeでライブ配信をしております。録音・録画は禁止となっておりま

すので、傍聴されている方は御注意ください。 

 それでは、頭撮りはここまでとさせていただきたいと思います。 

 本日は、放課後児童クラブの諸課題をテーマにしており、自治体担当者の方々から意見

をいただく場を設けております。委員長の承認を得ておりますので、ここで参考人として

御出席の方の紹介をさせていただきます。 

 埼玉県福祉部こども支援課主幹の新田直人様。 

 徳島県こども未来部こども家庭支援課 ひとり親家庭・居場所づくり担当係長 國見あ

ゆみ様。 

 後ほど御説明をいただく時間を取っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に移りたいと思います。大竹委員長、よろしくお願いいたします。 

○大竹委員長 皆様、お忙しい中、お集まりいただきまして、誠にありがとうございまし

た。今回は第５回となりますが、この専門委員会において、学齢期以降の遊びを１つのテ

ーマとして、この中で議論されていくということ。そして、第３の居場所と言われている

児童厚生施設、特に児童館、放課後児童クラブということをテーマとして話し合いをする

ということに対して、改めて国のこの専門委員会で検討する意義を私は強く感じておりま

す。今日も、委員の皆様には、それぞれのお立場から御意見を伺えればと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_ibasho/jidoukan
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 それでは、配布資料の確認について、事務局からお願いしたいと思います。 

○阿南補佐 本日の資料について確認させていただきます。 

 資料は５点で、右上に資料番号を記載しておりますので、御確認ください。 

 資料１「埼玉県ヒアリング資料」 

 資料２「徳島県ヒアリング資料」 

 資料３「放課後児童クラブの諸課題について」 

 資料４「放課後児童クラブの「事業の質と職員の確保」への対応について」 

 資料５「学齢期以降の「遊び」についてまとめ（第４回専門委員会）」 

 その他参考資料を３点、お手元に送付しております。 

 不足がございましたら、事務局までお申しつけください。また、こども家庭庁ホームペ

ージで公開しております。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございました。皆さん、資料のほうはよろしいでしょうか。 

 まずは、議事「（１）放課後児童クラブの諸課題への対応について」。本日は事務局と

相談し、放課後児童支援員等の研修事業と資格要件が大きなテーマとなっております。 

 最初に、進行について説明させていただきます。まずは、事務局から、放課後児童支援

員等研修事業等の現状について説明していただくことにいたします。その後、お招きした

参考人から、お一人当たり10分ずつ、各自治体での放課後児童クラブにおける研修事業に

ついて説明をいただきます。その後、一括して質疑応答を15分行った上で、事務局から論

点案についての説明をし、委員の議論の時間を50分ほど取りたいと思います。このような

進め方でよろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 それでは、事務局からの説明をお願いしたいと思います。 

○冨田専門官 事務局から御説明いたします。委員の皆様には、事前に資料にお目通しい

ただいていますので、かいつまんで御説明いたします。 

 資料３を御覧ください。こちらは放課後児童クラブ職員に関する３つの研修事業と、事

業の質の向上に資する取組についてとなります。 

 １ページ目をお開きください。放課後児童支援員認定資格研修の概要です。これは国の

基準で定められた保育士や教員免許状保有者等の基礎資格を有した者が、放課後児童支援

員として必要な知識及び技能を習得し、有資格者となるための研修です。国でガイドライ

ンを設けており、研修教材は放課後児童クラブ運営指針及び解説書を使用することにより、

16科目、24時間の科目を通じて運営指針を理解し、育成支援の水準を標準化することにつ

なげています。 

 ２ページには科目の一部免除等について。 

 ３ページからは手続について。 

 ５ページは研修イメージ。 

 ６ページは科目の内容があります。 
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 科目ごとに別途シラバスを作成しています。参考資料を御参照ください。 

 ７ページが先ほど申した基礎資格に当たるもの。 

 ８ページは現在就労している放課後児童支援員の基礎資格の状況。３号要件である高卒

で実務経験２年以上の者が一番多くなっております。 

 ９ページからは昨年度に都道府県に対して実施した研修実施状況調査の結果です。認定

資格研修を修了した者は、１年間で１万8828人。開催の方法としましては、オンライン等

を活用している都道府県が40％となっており、広がりを見せております。 

 12ページ、認定資格研修を修了し、従事している方は、令和６年５月１日時点で10万5238

人となっており、増加し続けております。全職員数から計算しますと、その割合は約52％

となります。この５年間で見ると、おおむね同じ割合となっており、認定資格研修の修了

者が定着していないのではないかと分析しております。 

 13ページ、次年度の概算要求において計上した事業です。認定資格研修実施の負担軽減

を図り、人材確保を進めることを目的に、オンライン等の研修教材を開発し、各都道府県

等に提供することなどを検討しております。本日いただきました御意見を踏まえて、事業

内容をよりよくしたいと考えております。 

 14ページからは放課後児童支援員等資質向上研修事業についてです。こちらは都道府県

または市町村を実施主体として、放課後児童支援員や補助員、運営主体の責任者、ボラン

ティア等、また放課後こども教室活動の担当者、及び連携・協力を行う学校の教職員を対

象とすることができるものです。実施内容としましては、国として例示しておりますが、

放課後児童クラブの運営やこどもの育成支援について、専門的な知識・技術が求められる

ものなどをテーマとし、実施していただいています。 

 資質向上研修は、16ページにある放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業に連動

させるように設計しています。 

 18ページからは「子育て支援員」研修についてです。この研修は、子育て支援の担い手

となる人材を確保することを目的に、子育て分野で従事することを希望する者への全国共

通の研修制度として、子育て支援員の養成を行うものです。基本研修に加え、専門研修を

設定しており、この中に放課後児童コースがあります。昨年度時点で25都道府県で実施さ

れています。 

 19ページにありますとおり、放課後児童クラブの補助員の方に受講を推奨しており、認

定資格研修の内容をコンパクトにし、理解していただく内容となっております。 

 その体系図が20ページにあります。左側が認定資格研修、右側が子育て支援員研修とな

っております。 

 研修のほかにも、事業の質向上につながる事業としまして、21ページには市町村等に支

援体制の強化を行うためのアドバイザーを配置する、放課後児童クラブ巡回支援事業につ

いて。 

 22ページからは利用者本位の福祉を実現するため、事業者のサービスの質の向上、事業
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の透明性の確保等を推進する福祉サービス第三者評価事業。また、その補助について紹介

しております。 

 御説明は以上となります。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、参考人の方から御説明をいただきたいと思います。まず最初に、埼玉県庁 新

田直人様から御説明をお願いいたします。主に、放課後児童支援員認定資格研修と放課後

児童支援員等資質向上研修について御説明をいただきます。新田様、よろしくお願いいた

します。 

○新田参考人 埼玉県庁こども支援課の新田と申します。今日はよろしくお願いいたしま

す。 

 資料のほうをお願いしてよろしいですか。今日説明させていただきます埼玉県の「放課

後児童支援員の研修等について」の資料はこちらになります。 

 まず、簡単ですが、埼玉県、人口が大体732万人ございまして、県内の市町村数63市町村、

放課後児童クラブは2167支援単位で、登録児童数は８万5937人ということで、これくらい

の規模だということを御承知おきいただければと思います。 

 次のページ、お願いいたします。本日お話しさせていただくのは、大きく分けて３つご

ざいます。放課後児童支援員の研修と子育て支援員の研修、あと人材確保の施策について

お話しをさせていただきます。 

 次のページ、お願いします。まず最初に、放課後児童支援員の研修ということで、認定

資格研修と資質向上研修について、埼玉県の現状をお伝えさせていただきます。 

 次のページ、お願いします。埼玉県では、こちらの研修は今、外部委託させていただい

ておりまして、令和７年度から新しい事業者さんが参入しているというような状況でござ

います。認定資格研修の実績でございますが、令和６年度は16回、対面が全てで、修了者

は1111名ございました。令和７年度は１回減っておりますが、15回で、対面を13回、オン

デマンドを２回というふうに分けさせていただき、令和７年度からオンデマンド研修を導

入させていただいております。 

 オンデマンド研修については、後ほどまたお話をさせていただこうと思いますので、こ

こでは先に課題のほうを触れさせていただきます。課題としては、研修資料の監修という

ところが、昨年度、我々としても議題に上がりまして、県議会からも内容のアップデート

がちょっと遅れているのではないかという御指摘をいただきまして、監修が課題となって

おるところです。 

 また、オンデマンドの研修ですけれども、県内の大学生で県外にお住まいの方が受講で

きないという課題とかもございまして、特にオンデマンド研修を実施する際にちょっと影

響があるなというところが課題でございました。これについても、後でまとめてお話をさ

せていただきます。 

 続きまして、資質向上研修についてでございますが、実績としまして、令和６年度は、
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初任者、中堅者、管理者、それぞれ２回ずつ行っております。初任者と中堅者については

オンラインで、管理者については対面で実施させていただきまして、受講者については右

にあるとおりになっております。令和７年度については、初任者、中堅者、管理者とも同

じ回数ではございますが、対面・オンラインが混在するような状況ではございます。 

 課題としましては、研修の時期や内容について、少し検討が必要かなというところを今、

考えておるところです。 

 次のページ、お願いします。続きまして、子育て支援員研修でございます。こちらは放

課後児童コース、先ほど御紹介があったとおりの話になります。 

 次のページ、お願いいたします。埼玉県では子育て支援員研修も外部委託をしておりま

して、放課後児童コースについては隔年での実施となっております。令和５年度に一度、

オンライン・オンデマンドで１回やっており、修了者は66人になっております。令和６年

度は実施せず、令和７年度にオンデマンドで２回実施する予定でございます。 

 主な研修の内容についてですが、下の部分に書かせていただいたとおりでございます。

認定資格研修については、先ほどの説明にあったとおり、研修のガイドラインに沿って実

施させていただいておるところです。資質向上研修については、初任者、中堅者、管理者、

それぞれそこに記載の内容をやっていただいておりまして、中堅者については、昨年度は

分科会を実施させていただき、支援員の学びたい内容を自ら選んで受講するような形が取

れておりましたが、今年度については、それがちょっとできていないかなというところが

課題でございます。子育て支援員に関する研修もそちらに書いたとおりでございます。括

弧内は講師の肩書とさせていただいておりますので、御承知おきください。 

 次のページ、お願いいたします。最後に、人材確保ということで、我々のほうで保育士

養成校への訪問と、今年、予算をつけていただきました放課後児童クラブの職員確保・民

間事業者参入支援事業について説明させていただきます。 

 次のページ、お願いいたします。 

 まず、保育士養成校への訪問についてでございます。こちらは県内の保育士や教員の養

成校を訪問して、放課後児童クラブや放課後児童支援員の仕事を紹介させていただいてお

ります。県職員と現役の支援員、ペアで行って説明させていただいております。実績とし

ては、令和６年度が３校、令和７年度、今のところ４校を予定しております。課題として

は、実際に保育士や教員を目指している方が多いところから、放課後児童支援員という仕

事をまだ知らないというところが上げられるかなと考えております。 

 そこで、我々、今年、オンデマンド研修を設けた理由の一つになるのですけれども、オ

ンデマンド研修を８月と２月に予定しておりまして、この２月のほうで、特に今年度卒業

する学生さんを想定して学生枠ということを設けさせていただきまして、養成校に訪問し

た際に、卒業するまでに放課後児童支援員の研修も受けていただき、卒業と同時に資格を

得ていただくといったような狙いがございまして、オンデマンド研修をさせていただいて

おります。８月は実習等があって、保育士養成校の学生さんもなかなか忙しいというふう
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にお伺いしておりましたので、年度末のほうで枠を設けさせていただき、受講いただくと

いうような流れをさせていただきました｡実際に訪問したときにも、学生さんの反応はよ

く、これからがちょっと期待できるかなというふうに考えております。 

 そのほか保育士養成校では、先ほど申し上げたとおり、支援員の仕事の紹介とかボラン

ティア受入事業の説明、就職フェアの紹介等をさせていただいております。 

 次のページ、お願いします。こちらはこども家庭庁様の予算を使いまして、放課後児童

クラブ職員確保・民間事業者参入支援事業を活用して行っている事業でございます。 

 まず、１つ目が放課後児童クラブだけの就職フェアを実施させていただきました。放課

後児童クラブで働きたい方と放課後児童クラブをマッチングするというものでして、フェ

アの冒頭では、支援員の講義形式のセミナーも実施させていただき、支援員の仕事につい

て紹介させていただきました。県内５か所で実施しまして、合計の来場者数は50名、出展

者数は40法人、延べになりますが、来ていただくことができました。マッチングの成果に

ついては、詳細な成果はこれからになるのですけれども、雇用に結びついた、見学に来て

もらっていますというお声はいただいております。 

 ただ、周知方法、なかなか課題があるかなというところでして、今年度もチラシを配布

したほか、SNSとか市町村の広報紙に周知させていただいたものの、もうちょっと人が来る

といいなというところが課題として残った感じです。 

 また、シルバー人材センターとの連携もさせていただいておりまして、シルバー人材セ

ンターを訪問して放課後児童クラブで就労することの魅力を発信させていただくとともに、

シルバー人材センターの会員の方の就労先としての放課後児童クラブが広がっていくよう

努めていこうというふうな考えで事業を進めております。実際に、上の就職フェアにシル

バー人材センターの方に来ていただいて、事業の説明を出展者向けに実施していただきま

して、クラブ数、支援単位数で言うと140か所ぐらい持っている３法人と基本契約まで行っ

たというふうに伺っております。 

 次のページ、お願いします。最後になりますが、放課後児童支援員の魅力発信動画を今、

作成させていただいております。職務の内容についての動画とともに、放課後児童クラブ

に就職することになった経緯とかに注目しながら、今、内容を精査しているようなところ

です。具体的には、放課後児童支援員には、保育士資格を持っていて保育に一度就職した

けれども、乳幼児がちょっと合わなくて進路を変えました。就職先、転職を考えましたと

いう方がいらっしゃったりしましたので、そういった経歴・経緯に着目した動画をつくっ

ていこうかなと思っております。こちらについては、作成が終わりましたら、県のSNSのほ

か、保育士養成校や就職フェアで活用していきたいなというふうに考えております。 

 埼玉県からの説明は以上です。ありがとうございました。 

○大竹委員長 新田様、どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、徳島県庁 國見あゆみ様から御説明をお願いしたいと思います。

國見様からは、主に子育て支援員研修、専門研修（放課後児童コース）について御説明を
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いただきます。それでは、國見様、よろしくお願いいたします。 

○國見参考人 徳島県です。お世話になっております。このたびは、徳島県の取組につい

て説明の機会をいただき、ありがとうございます。 

 それでは、資料を共有させていただきます。 

 まず、徳島県の放課後児童クラブの実施状況として記載しておりますけれども、徳島県

の放課後児童健全育成事業に係る概況を説明させていただきます。本県、人口が約67万8000

人と、さきに御説明された埼玉県さんの10分の１の規模の自治体でございます。本年５月

１日時点で、徳島県内24市町村中19市町村で放課後児童健全育成事業を実施しておりまし

て、登録児童数は10年前と比べ約４割増の8213名。これは全国傾向と同様に、年々増加し

ているところでございまして、待機児童数も66名ございます。 

 続いて、２ 放課後児童対策パッケージの推進体制について、少し説明させていただき

ます。本県において、各市町村で放課後児童支援員の処遇改善に係る取組状況にばらつき

があるという現状を踏まえまして、今年度、各市町村で国の各種補助メニューの活用が進

むように、広域行政の取組の一環といたしまして、新たに有識者や放課後児童支援員、PTA

や市町村の担当課が参画する放課後児童クラブ対策推進部会を設置したところでございま

す。 

 この部会については、放課後児童クラブの人材確保や場の確保に関する手法について、

検討や情報共有を行うために設置したものでございまして、９月に開催いたしました部会

においては、こども家庭庁様から処遇改善事業について、また岡山市様から人材確保に関

する取組事例を御説明いただくとともに、各市町村の処遇改善に係る取組状況や課題、意

向について共有を図ったところでございます。 

 続いて、３ 研修事業について、取組状況を説明させていただきます。 

 （１）放課後児童支援員認定資格研修については、本県においては、外部委託により実

施しておりまして、①に記載のとおり、本県では近年100名前後の方が毎年修了しておりま

して、今年度も96名の方が受講いただいております。受講に当たっては、参集による開催

とオンライン開催で、それぞれ受講日程を分けて設定するとともに、それぞれの受講方法

で振替に対応しているなど、受講機会が十分に確保できるように配慮を行っております。 

 また、講義内容についても、学識の方に加えて、現役の支援員の方を講師として招聘し

まして、育成支援や遊びの理解、仕事内容等について、実務に即した形で講義を行ってい

ただくとともに、研修の質を担保する観点から、オンラインであっても、ながら受講とな

らないように、受講状況について、随時担当者が確認するなど、留意しながら運営を行っ

ているところでございます。 

 続いて、資料の２ページ、御覧ください。（２）放課後児童支援員等資質向上研修につ

いてでございます。この研修につきましては、本県では県の直営で、徳島県学童保育連絡

協議会と共催いたしまして、例年２月、支援員の皆様が参加しやすい日曜日に参集のみで

開催させていただいているところです。昨年度は、資料に記載のとおり、午前を全体会、
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午後を分科会といたしまして、各テーマで講義とグループワークを交えて開催し、延べ348

名の方に御参加いただいております。終日、参集で開催することによって、受講後のアン

ケートにおける満足度はとても高く、意義があるものであると感じております。 

 この研修以外にも、本県では、児童厚生員や放課後こども教室の運営委員の方々等、放

課後対策に関わる職種の方と合同で行う研修も別途開催しております。 

 最後に、（３）子育て支援員研修（放課後児童コース）についてでございます。先ほど

こども家庭庁の方から御説明があったとおり、国のカリキュラムに沿って外部委託により

実施しております。子育て支援員の専門研修として、放課後児童クラブの補助員として勤

務する方向けの放課後児童コースを設置し、令和元年度からは、より幅広い年代で意欲の

ある方に御参画いただけるように、55歳以上の方を対象としたアクティブ・シニアコース

を別途設置しております。 

 受講者数については、①に放課後児童コースのみ掲載しておりますが、今年度において

は、子育て支援員研修全体で155名の申込みがあった中、放課後児童コースとしては43名。

うち、55歳以上のアクティブ・シニアコースとして11名の方に受講いただいているところ

です。また、修了された方には、徳島県福祉人材センターなどの無料職業紹介所への求職

登録を案内しておりまして、放課後児童クラブにおける人材確保につなげているところで

ございます。 

 今後とも様々な機会を捉えて、放課後児童クラブに関わる人材の育成、資質向上に取り

組んでまいります。徳島県からの説明は以上です。ありがとうございました。 

○大竹委員長 國見様、ありがとうございました。 

 それでは、お二方からの説明を受けまして、御質問がある方は挙手、もしくはシステム

の挙手ボタンをお願いいたします。私から御指名しますので、その際にはミュートを外し

てください。もし、こちらが挙手に気づかない場合は、お声かけください。なお、発言さ

れる委員は、氏名を名乗っていただいた上で御発言いただきますよう、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、皆様から何か御質問等があればよろしくお願いしたいと思います。 

 植木先生、お願いいたします。 

○植木委員 植木でございます。 

 丁寧な説明ありがとうございました。そうした自治体の主体的な参画や工夫、それによ

って各種研修が充実できるのだなというふうなことを確認いたしました。ありがとうござ

いました。 

 そこで、埼玉県の新田様に２点ほど質問させてください。 

 １点目は、認定資格研修に関してですけれども、対面とオンデマンドのハイブリッドで

行ったということでした。その際の研修教材、講義レジュメと申しましょうか、それは対

面の場合は講師がつくる、オンデマンドは委託業者がつくるということで、これは別々の

教材を使うことになっておるのでしょうか。これが、まず１点目です。お願いします。 
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○大竹委員長 では、新田さん、お願いいたします。 

○新田参考人 ありがとうございます。 

 まず、教材についてですけれども、基本的には同じものを使っております。対面でやっ

ているもの、オンデマンドでやっているもの、同じものを使って実施されているという対

応になっております。 

 以上でございます。 

○植木委員 ありがとうございます。 

 その同じものは、各科目の担当講師が作成した資料でしょうか。それとも、外部委託先

の事業者が作成した資料でしょうか。 

○新田参考人 お答えさせていただきます。 

 資料については外部委託先が作成したものでして、委託先から指名を受けた方がその資

料を基に説明しているといった状況でございます。 

○植木委員 分かりました。ありがとうございました。 

 各講師が自分の進め方で資料をつくるということが、これまで一般的だったかと思いま

すけれども、そうした事業者がつくった資料を、要するに作成に携わっていない講師が使

うということの何か課題みたいなところはありませんでしたでしょうか。 

○新田参考人 ありがとうございます。 

 今年度からやっていて、実際終わったのがまだ４回、５回分ぐらいなので、直接お話は

伺えていないところなのですけれども、我々としては、逆に内容が統一されていて、いい

のかなというふうに思っている部分もございます。先ほどお話しさせていただいたとおり、

昨年度は各講師の方が御作成いただく資料で研修させていただいたのですけれども、内容

が少しずつ違っていたりとか、内容のアップデートが漏れている講師の方がいらっしゃっ

たりしましたので、そういったところでは、逆に我々としては、今年度は１つの資料を見

るだけで、確認するだけで済むというところでは、大変助かっている部分があります。 

 ただ、資料についても、すごく丁寧に記載されておりまして、先生が講義の中で自分の

注意したいところ、重きを置きたいところを多少お話しいただいているのかなというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

○植木委員 ありがとうございます。ハイブリッドごとの研修教材が統一されるという点

においては、大事なことかなというふうに私も思います。 

 ２点目でございます。人材確保のところで、年度末の２月に学生枠を設けていると。大

変注目すべき取組だというふうに思います。恐らく、この学生たちは大学卒の見込み者だ

というふうに想定いたしますけれども、一般的に福祉系の就職というのはそれ以前から決

まっていて、就職先が児童クラブ以外のところで決まっている。決まった後に年度末に認

定資格研修を受けるということ。これは就職先と資格の取得が連動しにくい部分もあるの

ではないかなというふうに感じたのですが、その辺りの課題はありましたでしょうか。 
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○新田参考人 お答えさせていただきます。 

 御指摘のとおり、就職先はもう決まっている方が多いというふうに伺ってはいます。そ

の中で、まず、支援員自体の仕事を知っていただくという課題が我々としては大きくござ

いまして、知っていただくためには、研修を通じてでもいいので、放課後児童クラブで働

くということはこういうことですよというのを学んでいただきたいな、学生さんにはそう

いったところも知っていただきたいなというところが優先していましたので、就職先を想

定している部分としていない部分、両方あるのかなというふうに考えております。 

○植木委員 ありがとうございます。いずれにしましても、学生たちにこの分野を知って

いただける、そういう工夫がされるということは大変重要なことだというふうに思いまし

た。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 そのほか、委員の方で御質問ありますでしょうか。 

 佐藤さんですか、よろしくお願いします。 

○佐藤委員 よろしくお願いします。 

 今日は、両県の担当課の方々、ありがとうございます。また、埼玉県は私も勤務してい

る県ですので、新田さんには本当に日頃からお世話になっているのと、人材確保にはとて

も力を注いでくれている担当部署の方々です。 

 埼玉県と徳島県と両方に質問させてください。 

 まず、埼玉県のほうです。こちらは今年からオンデマンドにしたということの目的とか

意義というところで、先ほど説明があったかと思います。徳島の方からは、ながら受講に

ならないようにというお話もあったときに、オンデマンドだと、それを確認するというこ

とをどんな感じにされているのかなという素朴な質問と。 

 もう一つが、放課後児童認定資格研修の研修指導の監修というところで、それはどんな

イメージをされているのかなと。先ほど委託業者が作成したものということがあって、認

定資格研修であれば、運営指針と解説書を使うということが主なものになっていくと思う

ので、それをどういうイメージで県がつくろうとしているのか、それとも委託業者にお願

いしようと思っているのか、その辺のイメージがもしあれば教えていただきたいと思いま

す。 

 あと、徳島県の方には、多分、支援員の資質向上の研修のところだと思うのですけれど

も、支援単位数が216ある中で、研修の参加者が348名と、とても数が多くて、埼玉県のほ

うと比較するわけじゃないですけれども、支援の単位とか支援員の数を考えると研修の参

加者というのが少ない中で、徳島県の中では、この資質向上研修のことについて、どうい

うふうに位置づけたりとか、どう周知して、これだけたくさんの支援員さんが参加してい

るのかなというのが、数値を見て思ったことなので、その辺り、もし何かあれば教えてい

ただければと思います。よろしくお願いします。 
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○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、新田さんのほうから、まずお願いできますか。 

○新田参考人 それでは、先にお答えさせていただきます。 

 オンデマンド研修、ながら受講になっていないかというところでございますけれども、

基本的には、まず事前に顔写真を登録させていただいて、御本人が受けているかというの

は、最初の研修を受ける画面に入るために、顔の認証で入れるようにしているというふう

に聞いております。また、オンデマンドの講義は、１回目だけですけれども、早送りがで

きないようになっていることと、それぞれ単元が終わるたびに小テストのようなものをや

って、きちんと理解しているかということを確認して、次に進めるようになっているとい

う仕組みでやらせていただいております。 

 あと、講義の資料の監修についてですけれども、基本的には全部見させていただいて、

一つ一つ見るというのを監修の方法としてやっております。その上で、配布されているも

のに解説書であるとか、こういったものを用意してきてくださいというのも一応確認させ

ていただいておりますので、そういったところで県として関わっているような状況でござ

います。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、國見様、お願いします。 

○國見参考人  

 資質向上研修については、その他の研修が平日や土曜日開催が多い中、皆さんができる

だけ参加しやすい日曜日に設定しているという点に加えて、この資質向上研修を、市町村

によってはキャリアアップ処遇改善事業の研修として位置づけている自治体もあり、各市

町村において積極的にこの資質向上研修への参加を呼びかけていただいていることから、

毎年多数の方に御受講いただいているものと認識しております。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございました。よろしいでしょうか。 

 それでは、そのほか御質問等があれば、よろしくお願いしたいと思います。 

 齋藤さん、お願いいたします。 

○齋藤委員 齋藤です。よろしくお願いいたします。 

 両県ともすばらしい取組をされているなというふうに、お聞きしておりました。特に埼

玉県さんのほうで、今、御説明いただきましたオンデマンド形式のながら受講の対応につ

きまして、小テスト等を設けて、より理解力を確認しながら進めているというところでは、

丁寧な取組がなされてすばらしいなと思ったのですが、そこの部分をもう少し詳しくお聞

きできればと思います。 

 特に、小テスト、単元ごとといったところでは、終わった後にテストをして、逆に採点

で点数が高い低いとか、そういったところをどのような形で確認しているのかですとか。
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あとは、点数が低い方は実際には修得にならないのか、受講した科目履修にならないのか

など、そういった部分もオンデマンドならではの難しさがあると思ったので、そこをもう

少し詳しくお聞きできればと思います。よろしくお願いします。 

○新田参考人 それでは、お答えさせていただきたいと思います。 

 オンデマンドの小テストは、すごく難しいという内容ではなくて、聞いていれば基本的

には答えられるはずという問題の内容になっております。小テストに落ちたから、例えば

合格点に行かなかったからもらえないというものではなくて、テストも何度も受けること

ができるようになっておりますので、本当に確認という意味で設定しているというような

ものでございます。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 そのほか、委員の皆様、いかがでしょうか。 

 土崎さん、お願いいたします。 

○土崎委員 土崎でございます。御説明いただき、ありがとうございました。 

 徳島県さんにちょっとお伺いしたいのですけれども、資質向上研修のところで、協議会

さんと連携されているというふうなところで、私、気になったのが、中身をどういうふう

に役割分担してつくっているのかなというところ。テーマとか、どなたが決めたのかとい

う聞き方もちょっと変かもしれないですけれども、どういう問題意識の中でこういうふう

なテーマが出てきたのかとか。あるいは、連絡協議会さんとの役割分担みたいなところ、

連携といってもいろいろあると思うので、業務委託というふうな形でやっていただいてい

るのかとか、あるいは受付とか当日の進行みたいなところをやっていただいているとか、

そういうふうに幾つかあると思うのですけれども、可能な範囲で結構ですので、教えてい

ただければと思います。 

○國見参考人  

 この資質向上研修は本県の直営で実施しておりますので、協議会には委託ではなく、共

催として当日の運営や各クラブへの受講勧奨という部分で御協力いただいております。 

 また、研修の企画に当たっても、協議会の意見をお伺いしながら、講師の選定をさせて

いただいているところです。 

 以上です。 

○土崎委員 ありがとうございました。連携という２文字の奥に書いてあることが何か、

よく分かりました。ありがとうございます。 

○大竹委員長 いかがでしょうか。そのほか、御質問、御意見がある方。 

 安部先生、お願いします。 

○安部委員 ありがとうございます。安部です。 

 両県に２つずつ質問がございます。 

 まず、埼玉県さんに、放課後児童支援員研修に関して質問です。この研修を受けている
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受講生の年齢層とか男女比のデータがあるのかどうか。あれば、分かる範囲で教えてほし

いです。もう一つ、認定研修を受けた方の定着率がどのぐらいなのかというのが分かれば

教えてください。 

 それから、２点目です。人材確保で４点ほど挙げられていました。先ほど植木委員も、

保育士養成校等への訪問に言及されていましたが、この４つ以外に、これから埼玉県がや

ってみたいと思っていることがもしあれば、教えていただきたいです。というのは、例え

ば保育士養成校を訪問するというのは非常にいいと思うのですけれども、一方で、埼玉県

で保育士になる人であれば宿舎の借り上げの補助をしていたりするのではないかなと思い

ます。そうすると、より条件がいいところに人は流れる気がするので、同じような家賃補

助のようなものを放課後児童支援員にも適用することは考えていないのかとか、その辺り

を教えていただきたいです。 

 それから、人材確保に関して、広域自治体では難しいけれども、国だったらこういうこ

とができるのではないかなというもしお考えがあれば教えていただきたいです。 

 以上が埼玉県への質問です。 

 徳島県の御報告に関しても、２点質問がございます。 

 まず、１点目なのですけれども、放課後児童対策パッケージの推進体制についてのとこ

ろで、徳島県放課後児童対策協議会を立ち上げて、そこで推進部会を設置したというのが

非常に興味深いなと思って伺っていました。今、議事録もちょっと拝見してみたのですけ

れども、先ほど御報告の中で、市町村の処遇改善事業の取組にばらつきがあると御指摘さ

れていたかなと思います。このばらつきの実態がどのようなもので、ばらつきの理由をど

う分析しているのかを教えてください。これが１点目です。 

 もう一点なのですけれども、放課後児童支援員認定資格研修に関してですが、こちら、

先ほど埼玉県さんに質問したものと同じで、年齢層、男女比、その後の定着率が分かれば、

分かる範囲で教えていただけたらと思います。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、まず、埼玉県の新田さんからお願いできますでしょうか。 

○新田参考人 研修の受講者のデータが、違う人のパソコンでやっているので、すみませ

ん、本来であればすぐ出せるのですけれども、今、手元にないので、個別にまた御提供さ

せていただくような形でもよろしいですか。申し訳ないです。というところが１つですね。 

 あとは、人材確保で４つ以外で何か考えているかというところですけれども、正直、ま

だ４つの全て終わっているわけではないので、ひとまずはこの４つで、これを今度活用し

ていくということは確実にやっていかなければいけないのかなというふうに、今、考えて

おります。 

 保育士の借り上げの補助のようなものを考えているかというお話いただきましたけれど

も、まだ具体的にそういったところまでは考えておりませんで、国の御用意いただいてい
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る補助金もまだ全て使い切れているというような状況ではないというふうに認識しており

ますので、また制度も複雑な部分ございますので、まず、そこの補助金をきちんと活用で

きるように市町村を支援していきたいなというふうに今は考えております。 

 国のほうへの御要望ということもあると思いますけれども、皆様からお話いただくのは、

処遇改善について、もうちょっと何とかなるといいなというふうな話はいただいておりま

す。そのとおりかなというところではありますので、これについては引き続き御尽力いた

だけると大変助かるところです。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 続いて、國見様、お願いします。 

○國見参考人 御質問の１点目、市町村の処遇改善の取組のばらつきについてですけれど

も、本県、処遇改善事業の中でも、月額9000円相当の賃金改善の事業導入については進ん

でおりますが、キャリアアップ処遇改善などについては、市町村全てでは導入できていな

い状況です。その理由としましては、ヒアリングを行ったところ、予算の都合や、具体的

な事務について不明瞭な部分があるという御回答をいただいたところです。本県では、そ

ういった状況も踏まえまして、既に実施している市町村の導入状況を随時共有させていた

だきながら、積極的に国の補助メニューの活用を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、御質問いただいた２点目、認定資格研修の年齢層、男女比、定着率については、

詳細な資料の準備がすぐにはできませんが、受講されている方は、既にクラブで補助員と

して勤務されている方が多い状況ですので、皆さん、現場で一定の御経験を踏まえた上で

御受講いただいていることから、アンケートにおいても、自らの職について、より理解が

深まったであるとか、職の持つ意義、重要性について認識を新たに持つことができたとい

う御意見をいただいております。 

 以上です。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、先ほど質問があって、データが今、手元にないというところでしたので、も

しデータがそろったら、事務局のほうに提出していただければ、また委員のほうに配布し

ていただくようにしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、時間のほうが来ておりますので、質疑応答はこの辺りにさせていただきたい

と思います。参考人の皆様におかれましては、お忙しい中、御出席いただきまして、また

大変貴重なお話をいただきまして、誠にありがとうございました。参考人の皆様は、ここ

で退室していただくか、最後まで傍聴いただいても構いませんので、よろしくお願いいた

します。傍聴される場合は、カメラとマイクをオフにしていただければと思います。 

○安部委員 大竹委員長、すみません、１点追加の質問をしても大丈夫ですか。 

○大竹委員長 では、手短にお願いします。 

○安部委員 ありがとうございます。 



 

15 

 

 埼玉県の新田さんにですけれども、処遇改善事業を利用している市町村、徳島県と同様

にばらつきがあるのかどうか。ばらつきがある場合は、その理由は何だと思うかというの

を教えてください。 

○新田参考人 ありがとうございます。 

 処遇改善について、ばらつきはあります。傾向としては、徳島県さんと同様の傾向。月

9000円相当は結構活用されているものの、処遇改善等の最初にやっていただいた部分につ

いては、なかなかできていない部分がある。開所時間の問題であるとか、そういったとこ

ろもございますし、そこのメニューの活用の差はございます。 

 あと、市町村によっても差があるというところで、埼玉県では補助金の活用状況につい

て、県内各市の状況をホームページでも公開させていただいております。ほかの市の方が

どうなっているかとか、そういうものを見られるように県のホームページで掲載して促し

ていくようにお願いしているところですが、予算がなかなか用意できないということもそ

うですし、ほかの周りの仕事との均衡で上げられない、支援員だけ上げることが難しいと

いう御意見もいただくときがあります。 

 以上でございます。 

○安部委員 ありがとうございます。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 そのほか御質問等がある場合は、この後の議論もそうですが、また事務局のほうに委員

の方が出していただいた折にそれぞれの方々にお聞きしたいと。その結果をまた委員の皆

さんにお伝えするということにさせていただきたいというふうに思います。どうもありが

とうございました。 

 それでは、続いて、事務局から、「放課後児童クラブの「事業の質と職員の確保」への

対応について」、論点の説明をお願いいたします。 

○冨田専門官 事務局から説明いたします。 

 資料４を御覧ください。今回のテーマである「事業の質と職員の確保」において、放課

後児童クラブの研修事業のあり方と、放課後児童支援員資格の基準のあり方について、御

議論いただきたい内容を整理しております。 

 ２ページですが、（１）、認定資格研修では、質を担保する方策を検討すべきではない

か。 

 研修メニューについて、昨今の社会環境等を踏まえると、不要な部分はあるか、また追

加すべき事項は何か。 

 受講者、主催者の負担を考慮した制度内容とするため、例えば一部科目についてはオン

ラインでの受講を促す等の工夫を示すこととすることはどうかとしています。 

 ３ページ目、（２）、資質向上研修では、従事者のスキルアップにつながるよう資質向

上研修の研修体系のようなものが必要ではないか。 

 上ともつながりますが、カリキュラム等については研修科目の例示等にとどめていると
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ころ、現任者が繰り返し研さんを積む機会とする観点から、国として統一の科目・受講時

間等を設定するべきか。 

 負担を考慮した制度内容とするため、例えば一部科目についてはオンラインでの受講を

促す等の工夫を示すこととしてはどうか。 

 勤続５年目の研修の受講が、処遇改善事業の対象者となるための要件となっているとこ

ろ、早期退職者が多いことを踏まえ、例えば「勤続３年」の者も受講対象とするなど対象

を広げてはどうか。 

 これらのことから、それぞれの経験年数に応じたカリキュラム設定について、必要な科

目や時間はどの程度であるべきか。 

 ４ページ目、子育て支援員研修 専門研修「放課後児童コース」では、実施率が低い状

況において、事業の質を担保しながら取組を促進させるために、例えば、一部科目につい

てはオンラインでの受講を促す等の工夫を示すことが必要ではないか。 

 また、認定資格研修との連動を踏まえて、変更すべき点等はあるか。 

 ５ページ目、放課後児童支援員認定資格研修の基準についての論点です。 

 （４）、基礎資格を拡充することはいかがか。具体的には、基礎資格の要件として、「大

学・大学院卒業者において、一定の従事経験をもつ者」を追加したいと考えるが、どのよ

うな条件が考えられるか。 

 現在、学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学等を専修す

る学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者とあるが、その類似であり、かつ同

等以上の資格を基礎資格に追加することについてはどうか。例えば、心理学とあることを

受けて、公認心理師や臨床心理士を加えることはどうか。 

 最後に、基礎資格取得見込み者として、現在、在学最終年度の学生を対象としているが、

２年生や３年生に広げることについてはどうか。 

 以上が御議論いただきたい内容となります。御説明は以上となります。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 ここからは委員の皆様から御意見を伺いたいと思います。幾つか事務局から投げかけが

ありましたので、それぞれの投げかけについて、委員の皆様のお考えをいただければと思

っておりますけれども、議論の内容が２つ、研修等のあり方と資格の基準のあり方につい

て、大きく分かれておりますので、それぞれに時間を分けて話を進めたほうがよろしいの

ではないかと思っています。このような進め方でよろしいでしょうか。ありがとうござい

ます。 

 それでは、論点（１）～（３）「放課後児童支援員等研修事業等について」、各委員の

方から御発言をお願いいたします。私のほうから指名いたしますので、先ほどと同様の対

応をさせていただければと思っております。挙手いただくか、システムの挙手ボタンをお

願いしたいと思います。 

 それでは、まず最初に、放課後児童支援員等研修事業等について、皆様から御質問、御
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意見等いただければと思います。いかがでしょうか。 

 植木先生、お願いします。 

○植木委員 植木でございます。 

 まず、論点（１）、認定資格研修の内容についてですけれども、例示にもありますよう

に、こども基本法とかこども大綱の中で、こどもの権利についての強化はもう明確です。

科目を見ますと、例えば科目２で一般原則と権利擁護という科目がありますけれども、そ

のうちの権利擁護のところ。例えば、こどもの意見形成支援とか、新しい概念もこの10年

間で出てきておりますので、そうしたこどもの権利に関する新しい概念に関しては、具体

的に組み込んで強化すべきかなというふうに思いました。 

 次に、論点（２）ですけれども、５年の前の勤続３年の者を対象にする研修は賛成です。

初任者が次の５年間勤務するということが、ひょっとしたら困難な現状があるかもしれな

い。そうすると、その間の３年目のところで何か自分の仕事を再確認できるとか、もう一

度やってみようというふうな動機づけみたいな研修があると、勤務年数あるいは勤務も継

続できるのではないかというふうに思います。さらに、それは質の向上、スキルアップと

いうことですけれども、賃金や勤務のことを考えますと、スキルアップに加えてキャリア

アップですね。少し賃金に反映できるような仕組みがあってもいいのかなというふうな感

じがいたします。それによって支援員の継続性が担保できればいいかなというふうに思い

ます。 

 それから、論点（３）です。子育て支援員研修ですね。これのコースが３コースぐらい

ありますね。自治体によっては、一部のコースは実施し、一部のコースは実施しないとい

うふうなむらがあるところが確認できます。そういった意味では、全てのコースを万遍な

く実施できるような、そういった促しがあれば、受講生の認識や選択肢も広がってマンパ

ワーの確保にもつながるのかなと。ただ、そこは実施自治体の負担をどうするかという話

もまた別途あるかもしれませんけれども、いずれにしても、全てのコースが万遍なく受講

できるような、利用者本位の子育て支援研修ということもあってもいいのかなというふう

に思いました。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 そのほか、委員の方から御質問、御意見があればと思いますが、いかがでしょうか。 

 齋藤さん、お願いいたします。 

○齋藤委員 齋藤です。 

 論点の（１）につきましては、放課後児童支援員の認定資格研修のあり方のところです

けれども、こちらは講師養成講座のほうのあり方も見直しが必要ではないかなと思ってお

ります。講師養成講座の受講者などを見ますと、受託団体のほうから派遣されているけれ

ども、現場経験のない方が、認定資格研修の講師を受けるということで受けに来ているよ

うなケースも多々見られます。ただ、こちらのほうをしっかりと認定研修に結びつけてい
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くためには、講師の質の確保といったところも重要課題になってくるのかなというふうに

思っています。 

 特に、こどもの権利、意見表明の部分などでは、講師自体も文言としてテキスト的には

分かっているけれども、実際に現場の会話の中では、こどもたちをどう遊ばせていますか

というような形で、実際の理解と現場の実践がもしかしたらつながっていない部分がある

のではないかというようなケースも、様々な場面で見受けられたりします。そうなったと

きに、講師となる方々が本質的なところを理解しておかないと、現場の方々にそれを伝え

るという作業もなかなか難しくなってくるかと思います。 

 そういう意味では、講師の養成に携わる部分で、講師養成コースを受講された方の、そ

の後のスキルアップ、フォローアップの研修等でサポート体制をしっかりつくっていくな

どが、実際の放課後児童支援員の認定資格研修の質の担保にもつながってくるのではない

かなというふうに１点考えているところです。 

 また、論点（２）の資質向上研修の体系化といったところも、ぜひ進めていただきたい

ポイントだというふうに思っております。特に、経験年数に応じたカリキュラム設定とい

ったところでは、初任者にまず確実に基本的に押さえていただきたいポイントをしっかり

と身につけながら、中堅、そして管理職になるにつれて、また違った視点、スキルといっ

たところが求められる部分もございます。そういったところをしっかりと体系化して実施

していくといったところが、今、求められている部分ではないかなというふうに思ってい

ます。 

 そして、それが認可保育所、保育士のほうでは、今、キャリアアップ研修の受講と処遇

改善が結びついているところがございます。それをモデルにして、しっかりとこの受講と

質の向上、そして専門リーダーの役職といったところが結びついたものが、きちんと処遇

にも反映してくるといったところが見えてきますと、こちらのほうも早期退職者を抑えて、

長くこの仕事で働けるような業界全体としての質の向上にもつながるのではないかと思い

ますので、単に処遇改善だけとかではなく、質の向上がしっかりと処遇に結びつくという

視点の中でも、この資質向上研修といったところは重要なポイントになるのではないかな

と思いますので、研修の体系化といったところはぜひ進めていただきたいというふうに思

っております。 

 以上です。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 佐藤さん、お願いいたします。 

○佐藤委員 お願いいたします。私もこの論点に沿って発言していきたいと思います。 

 まず、論点（１）のところです。ここで形骸化ということとか研修メニューの追加、オ

ンラインについてということで、３つ意見を述べさせていただきたいと思います。 

 まず、形骸化というところでは、認定資格研修の目的とか意義ということを、10年たっ



 

19 

 

て改めてしっかり押さえる必要があるのかなというふうに思っています。それには、各都

道府県で行われている認定資格研修がしっかりシラバスに沿って行われているかどうかと

いうことの確認が必要なのかなと思います。それは、今回、添付してくださった資料の中

にも、県が講師選定に携わっているところが少ないとか、あと、この指導内容についての

確認がされているかというところも、されていないという中身で報告がかなりされている

というところがとても気になりました。 

 認定資格研修の講師要件というのは、国から示された内容が出ているにもかかわらず、

基準がないというふうに回答しているところも、もしかしたら基準がないというのは、県

独自のものがないよという意味かもしれないけれども、その辺の確認なんかも必要なのか

なというふうに感じたところです。 

 あと、先ほど齋藤先生もおっしゃっていたのですけれども、講師養成研修というのが毎

年行われていて、そこに参加することで、参加した方々が各県に戻って講師を担うという

ようなルートがしっかりできるということも、認定資格研修が今まで形骸化されずに維持

されるところでは大事なところじゃないかなというふうに思っています。ただ、講師養成

研修に参加された受講者の方たちのアンケートなんかを見ると、研修を受けたことによっ

て仕事へのモチベーションを持ったり、とても大事な仕事を自分たちは担っているのだと

いう自覚、社会的責任を担っているというような自覚を持って各県に戻られています。そ

ういった方々が地域の中で講師を担ってもらえたら、もっといいのではないかなというこ

とも併せて感じているところではあります。 

 次です。研修のメニューについてですけれども、こども基本法の理念、こどもの権利の

ことは、認定資格研修の中にも、運営指針が改正された部分なんかは丁寧に押さえる必要

があるのかなというふうに思いました。ただ、具体的には、それぞれの科目の中にその内

容をしっかり落とし込んでいくことによって、16科目をまた整理するとか、そういったこ

とではないのではないかということも、今、自分自身が運営指針を読み返す中でも感じて

いるところです。 

 ３つ目のオンラインのことについてです。私からは、オンラインというのは、外部によ

る研修というものをずっとイメージしていて、認定資格研修、先ほど埼玉県の新田さんか

らは、オンデマンドの利点もあるよという話があったと思うのですけれども、質を担保し

ていくという上では、ライブでのオンラインというのはいいかなと思うのですけれども、

オンデマンドについては丁寧に進めていく必要があるのではないかなというふうに思って

いますので、意見を述べさせていただきました。 

 それと、すみません、併せて２番目の支援員の資質向上研修についてです。こちらは、

私も体系化は必須だと思っています。今、研修が整理されたものは国から出ていて、それ

に併せて各県が研修の実施をしていたり、市町村もその県の研修なんかをすり合わせをし

ながら、私が勤めるさいたま市なんかは、そこで重ならないように、地域での研修はこう

いうものだということを今、体系化しながら研修を進めています。そういったものが実施
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されている市町村とされていない市町村がもしあるのであれば、国からきちんとした体系

ができれば、この県の中でやる資質研修と地域の中でやるべき研修といったものの整理が

どんどん進んでいくのではないかなと思っていますので、国のほうで音頭を取ってやって

いく必要はあるのではないかなというふうに思っています。 

 実際、地域の中では、研修が本当に恵まれている地域で、古い時代から埼玉県では研修

を後援してくれたり、そういったことで実施されているのですけれども、そんな中で、自

分たちが支援員になって、いろいろなこどもとの関わりなんかで苦労したり悩んだりした

ときに、仲間にすごく支えられたというのと同時に、研修の中でいろいろ学びがあって救

われたということもたくさんありました。退職者を減らすというところでは、こういう研

修の充実というのは不可欠なのではないかなということも重ねてお伝えしたいなと思った

ところです。それが深刻な人手不足の解消にも少し寄与できるのではないかなと思ってい

ます。 

 以上になります。 

○大竹委員長 佐藤さん、ありがとうございました。 

 そのほか、御質問、御意見がある委員の方、いらっしゃればお願いしたいと思います。

いかがでしょうか。 

 土崎さん、お願いいたします。 

○土崎委員 土崎です。 

 私も論点（１）～（３）に沿ってしゃべりたいと思いますが、まず、認定資格研修とい

うところで、確かに委員の皆様がおっしゃるような、いわゆるこども家庭庁が見渡せる範

囲でも様々な動きが国内外であったりするのかなというふうなところですとか、あるいは

今日、文科省の方がいらっしゃっているというわけでもないのですけれども、私の目に留

まる栃木県内の数少ない幾つかの限られたところのケースであるのですけれども、放課後

児童クラブと地域学校協働活動みたいなところの親和性はある程度あるのではないかとい

うところからすると、そうしたこども家庭庁の見える範囲のもっと先にあるような、様々

な世の中の動きというふうなところを捉える必要があるのかなと。 

 それが今の科目の体系を変えるとか、そういうふうな話ではなくて、結果としてそこが

維持される、あるいは変わっていくというふうなところは議論の結果なので、世の中に合

わせるために科目の講座を変えるべきだというわけではないですというふうなところです。

一方で、あまりにも細かなことを決め過ぎると、その時々の世の中の動きに対応できなく

なるという部分はあるのかなというふうなところだと、ある程度、こういう人材を育てた

いのだ、こういう人を認定したいのだというところが出てきた上で、それを踏まえた中身

にするという、当たり前の話ですけれども、必要だなと思っています。 

 あと、特にオンデマンドの教材とかをつくると、使い回してしまうことが結構あるので

はないかなと、私、自分の反省も含めて思うのですけれども、そうなってくると、あとは

事業者さんが特に、別に企業の方を悪く言うつもりはないのですけれども、どうしてもい
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ろいろコストカットしていくというふうなところだと、１回つくったものをある程度長い

こと使っていくというふうなところ、効率という意味ではいいのかなと思う半面、ほかの

委員の皆様が御指摘されていた、世の中の流れとか様々な環境の変化というものにはつい

ていきづらいのかなというふうなところもあるのかなと思っております。 

 一方で、（２）の資質向上の部分については、多様なテーマとか様々な形というふうな

参加の仕方がいいのではないかなと。それはつまり、オンデマンドの動画を見ながら、い

ろいろなテーマについて手軽に学べるというふうなところも必要なのかなと思いますし、

あるいは集合型で、ある程度経験年数に応じた皆さんが同じような場に集まって、ケース

会議とか日々の御苦労なんかを、お互いに励まし合うというのも変ですけれども、そうい

うふうなことで、職場というか、それぞれのクラブの中では、少人数でやっていらっしゃ

るところも、私の知っているところに関しては多いのかなと思うと、職場の中ではなかな

かつくりづらい、同じような目線で話ができるという人たちを、同じ仕事をしている、よ

その支援員さん同士で関係性を構築するということは大事なのかなというふうに思いまし

た。 

 あと、（３）の支援員研修の専門研修というところについても、なかなかばらつきがあ

る状況なんだなというところを、私もよく存じ上げずにお話を聞いていたところがありま

して、４ページのスライドにも書いているような、特に認定資格との連動とかすみ分けと

いうことは必要なのかなと思うと、鶏と卵じゃないですけれども、どちらを先に考えてな

のか、はたまた全く違うものだから、それぞれ同時進行で進めるのかというふうなところ

は、議論が今後も必要なのかなというふうに思いました。 

 すみません、以上です。 

○大竹委員長 土崎先生、ありがとうございました。 

 そのほか、御質問、御意見があればと思いますが。 

 安部先生、お願いいたします。 

○安部委員 ありがとうございます。安部です。論点に沿って発言させてください。 

 まず、論点（１）ですけれども、植木委員もおっしゃっていたように、こども基本法の

理念をはじめ、こどもの権利、こどもの最善の利益、こどもの意見の尊重と、今回、放課

後児童クラブ運営指針に新しく入ったところもありますので、この辺りは新たに追加する

必要があろうかと思います。 

 先ほど佐藤委員がおっしゃっていたオンデマンド、オンライン等々を使った研修なので

すけれども、オンデマンドのほうが効果の出る内容と、対面でディスカッションしながら

のほうが効果が出るものがあるだろうなと思います。例えば、人権に関することというの

は、どうしてもアンコンシャス・バイアス等が関わってくるので、オンデマンドというよ

りも自分の偏見とか先入観に気づけるような形で、できるだけ対面でやったほうがよいの

かなという気はしています。一方で、知識を得るもの、何度も何度も繰り返して学びたい

ものはオンデマンドのほうが適しているかなと感じました。 
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 ２点目です。放課後児童支援員等資質向上研修なのですが、委員の皆様が御指摘された

ように、私もこの向上研修と処遇改善を連動させるということに賛成です。ぜひやってい

ただきたいなと思います。 

 事務局に質問なのですけれども、○の４点目に、勤続５年目の研修の受講が、処遇改善

事業の対象となるための要件となっているところ、早期退職者が多いことを踏まえとある

のですが、この早期退職者が多いことについて、こども家庭庁としてはどのように要因を

分析しているのかということを教えていただけたらと思います。勤続３年にすることに関

しては、反対はございません。 

 それから、論点（３）、放課後児童コースの件なのですが、今日、文科省の方もいらっ

しゃるということなので、この放課後児童コース、ぜひ放課後子供教室の職員の方にも受

講していただきたいなと感じました。放課後子供教室の職員の皆様方、体系立った研修が

ないというふうに伺っていますので、ぜひこれを活用するとよいのではないかなと思いま

す。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 今、事務局に質問もありましたけれども、この質問についてはいかがでしょうか。何か

御回答できますか。 

○冨田専門官 事務局からになります。 

 早期退職者の状況についてということで、現在、各自治体にヒアリング等を行いながら、

放課後児童クラブの状況につきまして確認しているところであります。その中で、各自治

体でもそういった早期退職による放課後児童支援員の方が少ない状況があるということを、

こちらも認識しております。こういった状況を変えていく必要があるというところで、放

課後児童支援員研修を多くの方が受講できるような機会を設けることであったり、そうい

った機会を増やし、放課後児童クラブの取組を各自治体で進めていただけるということが

望ましいというふうに考えております。 

 以上となります。 

○大竹委員長 よろしいでしょうか。先ほどのアンケートの調査でも、常勤職が30％程度

で、非常勤が７割近いといった雇用のあり方も若干関係してくるのかなと思いますので、

また引き続き、分析等、お願いしたいと思います。 

 安部先生、よろしいでしょうか。 

○安部委員 ありがとうございます。 

 すみません、もう一点、追加で意見です。研修全体を考えるに当たって、こどもの声を

どう反映するのかというところですけれども、新たにこどもに意見を聴くというよりも、

昨年度、専門委員会でこどもたちに調査をしたと記憶しているのですが、その内容をこの

研修の中に入れ込んでいくようなことは考えなくてよいのでしょうか。 

○阿南補佐 事務局でございます。 
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 昨年度、調査させていただいて、こどもたちのアンケートを取っておりますので、その

中でも、ちょっと御記憶あるかと思いますけれども、こどもから、放課後児童クラブの支

援員さんに対する意見、かなり多く寄せられたと記憶しております。こういう支援員さん

であってほしいということ、あるいはこういう対応をしてくれてうれしかったというよう

な声もたくさんありましたので、そういったものを都道府県等にもフィードバックしなが

ら、研修に役立てていただくということは可能性があるのかなというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

○安部委員 ぜひお願いします。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 そのほか、何か御質問。 

 佐藤さん、お願いいたします。 

○佐藤委員 すみません、よろしくお願いします。 

 先ほど私も伝え方がちょっと不十分だったみたいなので、発言します。先ほどのライブ

でのオンライン研修のことについてなのですけれども、認定資格研修に対しては、会場に

参集しての研修が望ましいのかなということと。あと、もしオンラインで行うのであれば、

ライブ形式のオンラインで、いろいろ利便性とかを考えたときに、配信で幾つかの会場で

オンラインで聞けるというような形のものがいいのではないかなというふうに考えたので、

発言しています。 

 資質向上研修に関しては、オンラインとかオンデマンドも活用しながら、職員一人一人

がいろいろなことに興味を持ったり、自分の課題としているものを学ぶというところでは、

多種多様な研修があることが望ましいというふうに私自身も思っております。 

 以上になります。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、また最後のまとめのところで御質問いただけます。 

 松山市の大内さん、何かありましたか。お願いします。 

○大内委員 松山市の大内です。よろしくお願いいたします。 

 研修のことなのですけれども、支援員の方というのは、支援員になる研修を受ける際に、

運営指針とか解説書のことをしっかり読み込んでいなかったりする方が意外といらっしゃ

って、研修をせっかく受けるのであれば、そういうものを連動させながら復習できるよう

な形がしっかりあって、この研修があるのですよということをしっかり分かっていただけ

るような機会を事前に設けていただいたり、説明の中に入れ込んでいただいたり、そうい

うものがあれば、継続的な学習につながるのではないかなと思ったりしました。 

 オンラインでの講習なのですけれども、松山市では、私どもの市が開催する研修におい

て、実際、リアルでできなかった方に関しては、YouTubeとか一定期間、配信できるような

ものを活用して視聴していただいているところがございます。その中で、皆さん同時に研
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修を受けている方と同じ内容を共有したいというところもあると思うのですが、興味を持

って積極的に視聴していただけているようなので、そういう意味ではオンラインはすごく

いいのではないかと思いますが、科目は吟味したほうがいいのかなというふうに思います。 

 一方、研修に参加した方のお話をお伺いすると、会場で直接研修を受けるほうが集中で

きるであったり、質疑もできるので大変効果的であるというふうなお話も伺っています。 

 あと、研修期間を３年にというお話ですけれども、キャリアアップを目標に頑張ってい

る方とか、時給とか昇給を希望したりする若い層の方がいらっしゃると思うので、そうい

う方たちは大変有効だと思います。先ほどもお話に出ておりましたが、処遇について考え

るのであれば、正規雇用であり、生活がこの仕事でもってしっかり確保できるというふう

なキャリアアップにつながるような研修をしていくと、リーダーであったり、管理職の方

たちの希望に沿うようなお仕事体系にもつながると思いますので、ぜひこういうふうな勤

続年数を短くするとか、専門的なものを体系化していくとか、そういうふうなものが必要

ではないかと考えています。 

 以上です。すみません、ありがとうございます。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 藤本さん、何かあればと思いますが。では、よろしくお願いいたします。 

○藤本委員 藤本です。よろしくお願いします。 

 私は、学童の父母の会委員をやっていたということで、保護者目線と外部目線でお話を

短くさせていただければと思いました。 

 まず、論点から順に行きますと、論点（１）の内容のアップデートについては、先生方

がおっしゃられていたようなアップデートをしていくというところで進めていくのかなと

思いました。先ほど安部先生がおっしゃられた、こどもの視点というところで言うと、保

護者の目線というのはどうなのかなというところがございます。というのも、今回、忙し

い中で時間を取って、このように学んでいるのだなというのは、私の目線からですと本当

に皆さん御苦労されて、自分のキャリアの向上のために、こどもたちと接するためにいろ

いろなことを学ばれているのかなというふうに感銘を受けました。 

 ただ、普通に利用者目線で言うと、保育士なり教員なりの資格に比べて、知名度が非常

に低いと思います。どんなことを学んでいるのだろう。そんな資格の研修があったのだと

いうことで、そこが裾野の広がりという部分では、いろいろな方が制度設計に関わってい

くという目線もとても大切なのではないかなというふうに思います。 

 オンラインに関しましては、自分の経験上ですけれども、知識系のものはオンラインで

というような仕分けが必要なのかなと思います。例えば、フォローアップで、先ほどの小

テストのようなものを、オンラインを活用して行うというようなことなどが考えられるの

かなと思います。 

 論点（２）で言うと、キャリアパスが見えるような体系化というところを、お話を聞い

ていて重要だと思いました。先ほど申し上げたとおり、若い人たちが少子化の中で人材確
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保というところで、いろいろなほかの保育士なり教員なり一般企業の研修やスキルアップ

というところと競っていかなくてはいけない部分もあると思いますので、そういう世の中

のスピードを考えると、資格研修の後のフォローアップや、３年目というと、普通は一通

りのことを現場で学んだというところの３年目、５年目というような、先生たちのキャリ

アパスを自分が描けるような研修体系が必要だなというふうに思いました。 

 もう一つ、（３）の子育て支援員ということで、こちらも私、非常になじみがない、こ

ういう支援員という資格があるのだなというところがあるのですけれども、前回、少しお

話しした、私が関わらせていただいている放課後児童クラブの大学生リーダー等のお話を

ちょっとさせてください。このような研修を受けたいという下地があるような学生さんも

おりますが、忙しい中でとか、そもそもこのような研修を受けるメリットを見出せないと

か、いろいろなことがあって、多分、あまり受けようと思う機会がないのかなというふう

に思います。 

 ただ、例えば、私の大学生のこどもが、ある学童のバイトリーダーで入っているのです

けれども、この前、自分の母校の小学校の修学旅行の補助員として参加しました。それは、

学童でボランティアリーダーをやっているという関係でお声をかけていただいたのですけ

れども、そういう人たちはどういう資格を持っているのだろうかとか、先ほど放課後子供

教室でしたか、そういう方がどういう人で、どういう資格を持っているかというようなと

ころもあります。 

 ですので、私のこどもが大学生リーダーとしてついていったというお話を、ほかの自治

体の方にしたときに、同じ保護者として、全然知らない、よく分からない人が修学旅行の

支援員として、先生とは別の人がついてきて、誰なのだろう、どういう資格を持った方な

のだろうと思った、ちょっと不安があったというお話もお互いしました。そういう裾野を

広げていくという意味での子育て支援員の受けやすい研修というところを設計されると、

より裾野が広がって人材確保にもつながるのではないかと思いました。 

 以上です。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 ここであと２つ残っておりますので、放課後児童支援員認定資格の基準のあり方という

ことがありますので、続いて、論点（４）と（５）について各委員の方から御意見、御質

問等があればお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 植木先生、お願いします。 

○植木委員 植木でございます。 

 まず、質問が１点ございます。論点（４）ですけれども、例示のところで、公認心理師

や臨床心理士を加える等と書いてあります。公認心理師は国家資格だと思うのです。臨床

心理士は多分認定資格なのではないか。私の認識不足かもしれませんけれども、と思うの

ですが、この御提案では、要するに基礎資格に国家資格でなくても上げることができると

いう認識でよいのでしょうか。これはまず、質問でございます。 
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○阿南補佐 事務局でございます。 

 御指摘のとおりでして、資格の制度設計自体が違うものを並べておりますので、非常に

分かりづらいところがありますが、国家資格のものを今は基準に設けておりますけれども、

それ以外でも広く周知されているような、あるいはそういう認識がされているようなもの

も入れることができるのかどうかということについて、御意見をいただければというよう

な趣旨でございます。 

○植木委員 なるほど、分かりました。そういった意味も含めての御提案ということです

ね。いずれにしましても、ある程度の認知度があって、公的資格に近いものを基礎資格に

羅列するということは適切かなというふうに思います。 

 論点（５）に関してですけれども、大学４年生等の取得見込み者から対象者を広げると

いう案ですね。例えば、保育士の国家資格を取得する際の受験資格を見ますと、大学に２

年以上在学して62単位以上修得した者というふうに書いてあるのですね。要するに、大学

３年生から受験ができるというふうな規定ですね。先行してこのような規定がありますの

で、場合によると、大学３年生から受講ができるというふうにすれば、先ほどの前半の私

の質問にもありましたけれども、卒業見込みの学生でなくても、早い時期からの受講で、

この分野を進路として選択してもらえる、そういうマンパワーも期待できるのではないか

と思います。ただ、社会福祉士等の大卒を基本とするということはあってもいいかなとい

うふうに思いました。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 そのほか、委員の皆様から何かございますでしょうか。この（４）と（５）については

いかがでしょうか。 

 安部先生、お願いします。 

○安部委員 すみません、事務局に質問なのですけれども、事業の質と職員の確保への対

応として論点（４）と論点（５）が出てきているということなのですね。これで職員の確

保は可能なのですか。先ほどからほかの委員さんもおっしゃっているように、処遇が改善

されない限りは、基礎的な資格が同じで、より処遇のよい職に就くのではないか、特に若

手はそうではないかなという気がするので、これだけ単体やってもあまり効果が見込めな

いのではないかなというふうに考えるのですけれども、いかがでしょうか。 

○阿南補佐 事務局でございます。 

 まず１つは、認定資格研修を受ける裾野をどれだけ広げられるかということも、１つ論

点としてはあるのかなというふうに考えております。その母数が増えない限りは、認定資

格を持った方を増やすことができない。認定資格研修を修了した者を置かなくてはならな

いという基準がある以上、受講者を増やすというような方策に何らかつなげることはでき

ないだろうかというのが、今回御提案の発想のスタートになっております。 

 以上です。 
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○大竹委員長 安部先生、よろしいでしょうか。 

○安部委員 分かりました。処遇改善も同時で検討していただければと思います。 

○大竹委員長 課長がうなずいております。ありがとうございます。 

○安里課長 すみません、課長がと言っていただいたので、頑張りますと言うだけなので

すけれども、引き続き、いろいろ工夫しながら頑張っていきたいと思っておりますので、

それは頑張りつつ、こちらも検討いただければと思っております。よろしくお願いいたし

ます。 

○大竹委員長 こちらもということですので、こちらのほうも皆さんから御意見、御質問

があればと思いますが、いかがでしょうか。 

 佐藤さん、お願いします。 

○佐藤委員 お願いします。 

 私もこの論点が出たときにいろいろ調べてみて、分からない中での発言なのですけれど

も、資格を増やしていくというところでは、臨床心理士の方も前提となる資格という要件

があったと書いてあったので、その辺のところでは加えていくことは問題がないのかなと

思って、今日は意見しようかなと思っていました。 

 ２つ目の２年生に拡大というところでは、先ほど植木先生が３年生という提案もあった

のですけれども、認定資格研修自体を受講しただけで資格が取れるわけではなくて、卒業

というか、条件的な資格が取れなければ、多分それが付与されないものとなっていると思

うので、私のほうは、２年生でも３年生でも、今の大学生の方々が３～４年になるとすご

く忙しくなってくるというのを、アルバイトに来ている子たちに聞いてもそういうふうに

言われているので、それが拡大されることによって、少し興味を持ってもらって資格を取

ってもらうことにつながるのであれば、拡大することはいいのではないかなと思って、今

日は意見しようと思って参加していました。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございます。 

 私からこの点だけ１点、事務局に確認なのですが、保育士等は卒業して取得できる。そ

のタイミングで受講していれば、この資格も取れますけれども、２年生、３年生で受講し

た場合は、そのままこの資格が取れるわけではなく、受講したことを証明して、卒業のと

きに保育士等が取れたときに、この受講が生かされるということでよろしいのですか。 

○冨田専門官 事務局です。 

 今おっしゃられたとおり、卒業とともに保育士と一緒に放課後児童支援員が取れるとい

うような提案になっております。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、皆様から。 

 安部先生、お願いします。 

○安部委員 すみません、今の大竹委員長の発言に関連するのですけれども、例えば認定
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資格研修を受けたら、養成校で何らかの単位になるみたいなことは、今、あるのでしたか。 

○大竹委員長 単位化は学則上に位置づけないとされないと思うので、各大学が独自に取

り組むとか。単位化するのであれば、大学のカリキュラムの中に入れていくことになりま

す。 

○安部委員 そうですね。それを促していくようなことは可能なのですか。 

○安里課長 促すこと自体はもちろん可能なのですけれども、それで実際、そうしていた

だけるかどうかは、また別のお話ですので、そういう単位として認めるとかは、ハードル

としてはなかなか高いかなというふうに認識しております。 

○安部委員 ありがとうございます。 

○大竹委員長 参考までに、本学、児童厚生員の資格１級を取れるように、昨年度、入学

生からしましたので、授業の中に３科目、科目として位置づけて、単位化しました。実習

も20日間の児童館実習をやるということで、大学のカリキュラムを学則に変えてやったと

いうことで、高校生にも本学では取れますよというアナウンスをしております。この支援

員についても、各大学がそのような意識を持って取り組まれて単位化してくると、卒業と

同時に、保育士と併せて、この資格も取れますよということで時間割に入れていくといっ

た形で促していくことは可能かなと思います。 

 以上です。 

○阿南補佐 すみません、事務局から補足なのですけれども、基準上、この研修を実施で

きるのが都道府県と政令市と中核市に限っているので、即、大学で単位化ということでは

なくて、都道府県等との連携がない限りは、今の基準上はできないということになります

ので、そういう大学でのニーズが広がったときには、基準自体の変更も必要になるという

ことを申し添えたいと思います。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございます。ということは、先ほど埼玉県の方がいらっしゃい

ましたけれども、まずできることというのは、所在する大学が都道府県と連携を取ると可

能になるということですか。 

○阿南補佐 基準上は委員長がおっしゃるとおりです。 

○大竹委員長 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。皆さんから何か論点（４）と（５）について、御質問、御意見があ

ればと思いますが。 

 土崎さん、お願いいたします。 

○土崎委員 土崎でございます。 

 この流れとはまた違うような、そうでないようなという話をおっかなびっくりさせてい

ただければと思います。自分が関わっている放課後児童クラブはあまりそういうことはな

いのですけれども、いろいろ聞いていると、今、大学生というフレーズが出てきた中で、

そういうふうな人たち、先ほどの藤本委員のお話にもありましたけれども、放課後児童ク
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ラブの中でも相当期待されている部分というのはあるのだろうなと思うと、それは卒業後

ということではなくて、現に在学している大学生としての立場で、こどもたちだったり、

あるいはほかの支援員さんから期待される、ちょっとしたお兄ちゃん、お姉ちゃんのよう

な立ち位置という部分は多分にあるのではないか。 

 というふうところで言うと、直接認定資格を大学生に付与するということを拙速に議論

すべきことではないと思いつつも、他方で、そうした現場で学生さんたちが様々活躍する

ような場面があるとするのであれば、こうした研修を受講してもらうみたいなところは、

何かしら保障しなければいけないのかなと思っています。もちろん、お兄さん、お姉さん

という部分で期待される部分がある一方で、そういう専門知識がない中でこどもたちと接

するという部分の危なさ、リスクみたいなところもあるのだろうなというふうに思うと、

平たく言ってしまえば、正直、心の中で、大学生にも認定資格を出せばいいのではないか

とちょっとだけ思っている部分もあるのですけれども、そうはいかないだろうなと思う自

分もいたりする。 

 裾野を広げるという部分では、例えばそういうふうなこともあるし、現場では、そうし

た学生の力というところもあるのではないかなと思って、すみません、的外れかもしれま

せんが、発言してみました。 

 以上でございます。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 

 皆さんのところから、この（４）と（５）について何かあればと思いますが、いかがで

しょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、いろいろと委員の皆さんから御意見もありまして、その中では講師の質とい

うところもありました。そういったところも今後意識して取り組んでいかなければいけな

いのかなというところと。 

 あと、オンデマンドとかライブ配信も含めて、参集とか対面というところでメリット、

デメリット。特に地方にあっては、そういった参加しやすさというところでいくと、オン

デマンドとかオンラインというような形も必要なものがあるのかなというところ。そうい

ったところでは、メリット、デメリットがあるので、そこはもう一度整理していただいて

対応していく必要があるのかなと思いました。オンデマンドについては、コロナ禍におい

て、本学でもオンデマンドを使ったときに、プラスの効果として出てきたのが復習ができ

る。何度も聞き返すことができるということで、オンデマンドはよかったですというよう

な声もあったということを、参考までにお伝えしておきたいというふうに思います。 

 各委員の皆様からいろいろな御意見があって、それらを今後踏まえていただきながら、

現状と実態を踏まえていただくということと。あと、他の制度との整合性もありますから、

それらも踏まえていただいて、今日いただいた意見を事務局のほうでは受けていただいて、

また整理していただければというふうに思っております。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 
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 それでは、次に進んでよろしいでしょうか。次、議事（２）「学齢期以降の「遊び」に

ついて」です。事務局から説明をお願いしたいと思います。 

○冨田専門官 事務局から説明いたします。 

 資料５を御覧ください。第４回専門委員会で御議論いただきました学齢期以降の「遊び」

についての意見を整理したものとなります。大きく５点で整理を試みております。 

 １．学齢期のこどもの遊びの現状、特性や課題については、（１）総論、（２）デジタ

ル化、（３）気候変動の影響、（４）少子化の影響、（５）社会的養護下、緊急時のこど

もの遊びの５つに細分化して整理し、まとめております。 

 ２．遊びの本質についてでは、遊びの意義や遊びについてまとめております。 

 ３．遊びに関わる大人に関する課題では、児童館や放課後児童クラブの職員、ボランテ

ィア等、遊びを通じてこどもと関わる大人の意識等についての意見をまとめております。 

 ４．（国が開発してきた）遊びのプログラムについてでは、遊びのプログラムの活用方

法についての意見をまとめております。 

 そして、最後に、５．今後期待されることについて意見をまとめております。 

 できる限り委員の御意見を残すよう作業を行っておりますが、過不足ございましたら、

後ほど御意見いただけましたら幸いです。 

 御説明は以上となります。 

○大竹委員長 ありがとうございました。これまでの議論をまとめていただいたというと

ころで、今、御説明が事務局からありました。これを踏まえて、また皆様から、ここで幾

つか御意見があればお伺いしたいというふうに思います。いかがでしょうか。 

 では、事務局からお願いします。 

○安里課長 すみません、御意見いただければと思うのですが、我々としては、この遊び

の重要性とか児童館や放課後児童クラブにおいて、ここでいただいたようなポイントを踏

まえたような実践がなされていくといいなと思っておりまして、そのために現場にこの情

報を何か加工して届けたり、これを基に何か我々としても発信したりとか、そういう具体

の働きかけの一歩を進めることができたらいいなと思っております。そういう視点も踏ま

えて、こういう資料をつくったらいいのではないかとか、こういうことを呼びかけたらい

いのではないかということも踏まえた御意見いただけるとありがたく思います。いろいろ

な御意見をまとめていますけれども、特にここがポイントだと思いますとか、そういう力

点のことでも結構ですし、どうぞよろしくお願いいたします。 

○大竹委員長 ありがとうございます。国のほうとしても、この遊びについては積極的に

周知・広報していきたいというところもありますので、ぜひ先生方から、こういう方法が

あるのではないか、ここは重要なのではないかというようなポイントをお伝えしていただ

ければ、それを踏まえて事務局のほうで取りまとめをすることになりますので、時間は今

日のところはあまりありませんけれども、今、この場でこのことはというものがあれば、

お伝えしていただければというふうに思います。 
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 いかがでしょうか。 

 植木先生、お願いします。 

○植木委員 植木でございます。 

 アイデアとしては、例えばこの専門委員会で議論された内容を、運営指針の解説書があ

りますよね。運営指針の解説書にQRコードか何かでリンクさせて、参照できるようなこと

はすぐにもできるかなというふうに思います。今般、運営指針が改正されて、解説書も改

訂版が出ましたけれども、改訂版というのは年度ごとに出せるものですから、今年度のこ

の議論で非常に大事な遊びについての議論、意見や要素が出たと。それをこども家庭庁で

まとめたものを、そうした解説書にリンクし、認定資格研修等に生かせるというふうな方

策は取れるかなというふうに、今、思いました。 

 以上です。 

○大竹委員長 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 私のほうから、まとめにあったように、児童の権利条約第31条のところで、ジェネラル

コメントにも書かれておりますので、遊びとは何ぞやという遊びの本質的なところになり

ますので、ここはしっかりと踏まえた上で発信していただけるとありがたいなというふう

に改めて思うところです。よろしくお願いしたいと思います。 

 そのほか、いかがでしょうか。また後ほど御案内しますけれども、ここで御意見等を伝

えられなかったという場合は、１週間後を目途に事務局にお伝えしていただくということ

になりますので、お願いしたいと思います。 

 それでは、次の議事（３）「その他」に移りたいと思います。事務局より何かございま

すでしょうか。 

○冨田専門官 特にはございません。 

○大竹委員長 ありがとうございました。 

 それでは、本日御参加の皆様、いかがでしょうか。何か御意見等がありますでしょうか。

大丈夫そうですかね。ありがとうございました。 

 では、本日発言できなかった委員につきましては、先ほど申し上げましたように、１週

間以内に事務局までメールでお知らせいただければありがたいと思います。事務局のほう

で、本日いただいた意見と併せて取りまとめ案の整理をお願いいたします。 

 それでは、予定していた議事は以上ですので、事務局にお返ししたいと思います。 

○安里課長 長時間にわたり御審議いただき、感謝申し上げます。 

 本日御審議いただいた内容については、意見を取りまとめ、次回にお諮りいたします。 

 次回は、引き続き、「放課後児童クラブの諸課題について」と「児童館のあり方につい

て」をテーマに御審議いただくことにしております。日程につきましては、２月を予定し

ております。追って日程調整いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○大竹委員長 どうもありがとうございました。 
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 これにて閉会いたします。お疲れさまでございました。 


